
統計法に基づく基幹統計調査 

令和元年度

学 校 教 員 統 計 調 査 の 手 引
（中学校用） 

ま え が き

学校教員統計調査は，我が国の学校教員に関する最も重要な調査の

ひとつとして，学校の教員構成並びに教員の個人属性・職務態様及び異

動状況等を明らかにする目的で，３年周期で実施している基幹統計調査

です。

教員養成計画等の教員に関する諸施策は，客観的な資料に基づいて

検討・立案する必要があり，本調査は，そのための基礎資料を整備する

ことを目的としています。

貴校におかれましては，調査の趣旨を御理解の上，この「手引」の

説明を熟読し，所定の調査票に正確な記入をいただくようお願いしま

す。
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この調査は，統計法に基づく基幹統計調査として実施するものです。

１.調査の目的

この調査は，学校の教員構成並びに教員の個人属性，職務態様及び異動状況などを明らかに

することを目的としています。 

２.基幹統計調査

基幹統計調査とは，国が実施する重要な調査で，統計法により，次のように定められている

ものです。

(1) 調査票の報告を求められた者（報告義務者）は，必ず，調査票に所定の事項を記入し，定められた方法

で報告しなければなりません。報告を怠ったり，虚偽の報告をした場合には罰則の適用を受けることがあ

ります。 
(2) この調査の実施に当たっては，特に必要がある場合には，資料の提出のお願いや関係者の方々 への質問を行うこ

とがあります。 

(3) 調査票は原則として「統計の作成」以外に使用しません。文部科学省，都道府県及び市町村の関係職員

が調査票を一般に閲覧させることはありません。 

３.調査結果の利用

この調査の結果は，次のように利用されます。 

(1) 教員に関する教育行政上必要な法令の作成のための国会・議会等の参考資料 
(2) 教員に関する教育行政施策の検討・立案のための基礎資料 

(3) 一般の行政及び民間企業等における基礎資料

(4) 大学等における学術研究のための基礎資料

４.調査結果の公表

この調査の結果は，文部科学省生涯学習政策局政策課が「学校教員統計調査中間報告」及び「学校教員統

計調査報告書」により公表するとともに，文部科学省及び政府統計の総合窓口(e-Stat)のホームページ

においても公表します。 

５.調査の区分及び実施の時期

(1)学校調査………令和元年10月１日現在 

(2)教員個人調査…令和元年10月１日現在 

(3)教員異動調査…平成30年度間（平成30年４月１日～平成31年３月31日） 

６.調査の範囲

学校調査 教員個人調査

△：個人調査に抽出 ○：全ての学校の本務教員全員

　　されなかった学校 △：抽出された学校の本務教員

×：実施しない 　　全員

学校調査票 様式第４号 様式第12号

国　立 × ○

公　立 △ △

私　立 × ○

中学校
全ての学校の採用・転入・
離職本務教員全員

教員異動調査

調査票について

調査の種類

調査の範囲

７.報告義務者

調査の報告義務者は，「６．調査の範囲」に記載の学校の長です。 

Ⅰ 調査の概要

̶ 1 ̶



 

  

８.調査対象となる本務教員の範囲等 

(1) 学校調査 

    令和元年 10 月１日現在，調査対象となった学校に籍を置く常勤の教員で校長，副校長，教頭，

主幹教諭，指導教諭，教諭，助教諭，講師，養護教諭，養護助教諭及び栄養教諭として発令された

者をいい，次の者も対象となります。 

① 休職（休暇）・大学院修学休業中・産休中・育児休業中の者 

② 教育委員会事務局・教育研究所等に勤務している者（当該学校に籍がある者） 

③ 教員組合事務専従者 

④ 現職のままでの長期研修（内外地留学）中の者 

⑤ 産休代替教員（女子教職員の出産に際しての補助教職員の確保に関する法律第３条第１項

又は第５条によって任用された教員をいう。以下同じ。） 

⑥ 育児休業代替教員（公立の学校においては地方公務員の育児休業等に関する法律第６条第

１項，国立，私立の学校においては育児休業，介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の

福祉に関する法律第22条によって任用された教員をいう。以下同じ。） 

⑦ 市（区）町村（組合）立の中学校において給与が市（区）町村（組合）費負担の者で，手

引20ページにある「法令に定める条件」を満たす者。 

⑧ 再任用制度（地方公務員法第28条の４）により採用された教員で，常時勤務する者（週当

たりの勤務時間が38時間45分の者）。 

（本調査において，本務教員として扱わない者） 

① 兼務教員（非常勤講師及び大学を本務とする教員が当該大学の附属中学校の校長を兼務し

ている場合を含む。） 

② 臨時的任用（地方公務員法第22条第２項及び第５項）の教員（ただし，産休・育休代替教

員は除く。） 

③ 教員免許状を所有していない教員（ただし，「校長」，「副校長」，「教頭」については，

教員免許状を所有していなくても本務教員として扱う。） 

（本務教員の取扱例） 

① 本務教員の身分で２校以上の学校に勤務し，どの学校が本務であるか辞令面ではっきりし

ない場合は，俸給（給料又はこれに相当するものを含む。）を支給されている学校を本務と

します。なお，２校以上から俸給を支給されている場合は，支給額の多い学校を本務とし，

俸給額が同額又は一括支給されている場合は，授業時数の多い学校を本務とします。 

② 本校・分校の両方に勤務している場合は，主として勤務している学校を本務とします。 

なお，いずれが主たる勤務校であるかはっきりしない場合は，本校を本務とします。 

③ 校長，副校長，教頭は本校に，所属するものとします。なお，分校の副校長，教頭として 

正式に発令されている場合は，分校の所属とします。 

(2) 教員個人調査 

本務教員の範囲等については，「(1) 学校調査」を参照してください。 

(3) 教員異動調査 

① 本務教員の範囲等については，「(1) 学校調査」を参照してください。ただし，産休代

替教員及び育児休業代替教員は教員異動調査の調査対象として扱いません。 

② 当該学校において，異動教員として扱う本務教員（採用・転入及び離職者）の範囲は「Ⅴ

「教員異動調査票」の記入について」の「(10) 異動の状況」（13ページ）を参照してくだ

さい。 

③ 異動教員として扱わない教員は次のとおりです。 

(ｱ) 同一学校において本務教員として身分を継続しつつ職名が変更になった者。 

(ｲ) 同一学校内（本校・分校間を含む。）で配置換された者。 

(ｳ) 同一学校で産休・育休の代替教員から常勤の本務教員として採用された者。

（他の学校で常勤の本務教員となった場合は転入者として異動の対象とする。） 
(ｴ) 当該学校の本務教員から他の高等学校以下の学校の本務教員へ転出した者。（転出者に

ついては，受け入れた学校において転入者として異動調査の対象となる。） 

(ｵ) 学校の統合に伴い異動した者。（名目統合，吸収合併を含む。） 

   （ただし，新設の学校への異動者は全て異動調査の対象とする。） 
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１.調査票の種類 
 (1) 学校調査票 
 (2) 教員個人調査票 
 (3) 教員異動調査票 

 
調査票は，「政府統計共同利用システム」よりダウンロード・記入し，回答データを送信するこ

とにより提出してください。 
 なお，本システムを利用した提出が困難な場合は，調査票（紙）を提出してください。 
 
２.政府統計共同利用システムを用いてオンラインで回答する場合 

「調査の手引」，調査対象者ＩＤ等，システム利用に必要な書類が配布されますので，配布さ

れたＩＤ等を用いてシステムにログイン後，「電子調査票」をダウンロードし，本手引きを参考

に回答してください。詳しい使用方法については，21 ページ以降を参照ください。 
 

３.調査票（紙）を用いて回答する場合 
政府統計共同利用システムを利用した提出が困難な場合は，調査票（紙）を提出してください。

調査票（紙）は文部科学省ホームページよりダウンロードされるか，担当の教育委員会もしくは

文部科学省までお問合せください。提出すべき調査票（紙）の部数は次のとおりです。 
なお，都道府県によっては，調査票（紙）の収集方法が異なる場合がありますので，都道府県

や市（区）町村（組合）の教育委員会の指示に従って下さい。 
 

区 分 「学校調査票」 
（公立中学校のうち，教員

個人調査実施校以外のみ） 

「教員個人調査票」 
（教員個人調査実施校のみ） 

「教員異動調査票」 

提

出

部

数 

国立 なし 各１部 各１部 

公立 １部 
各２部 各２部 

私立 なし 
 

４.調査票（紙）の作成要領 

(1) 本校・分校はそれぞれ独立した学校として扱い，調査票を作成します。「教員個人調査」

では調査対象となった本校又は分校で調査票（紙）を作成します。 

(2) 当該学校において前年度間に異動した教員がいない場合は，「教員異動調査票」は作成

する必要はありません。 

Ⅱ 調査票の回答及び提出について 

̶ 3 ̶



 

  

５.調査票の提出期日及び提出先 
調査票の提出は，期日までに政府統計共同利用システムで回答データを送信してください。 
また，調査票（紙）を提出する場合は，記入した紙の調査票を各提出先に提出してください。 

 
提出先 
(1) 国立の学校 

提出期日：令和元年 11 月 20 日（水） 
提 出 先：政府統計共同利用システムで回答データを送信してください。 

紙の調査票を提出する場合は文部科学省総合教育政策局調査企画課長に郵送

してください（提出の際の連絡文書には公印の押印は不要です。以下同じ）。 
 
〔送付先〕〒100-8959 東京都千代田区霞が関 3-2-2 

文部科学省総合教育政策局調査企画課縦断調査係 
 

(2) 都道府県立及び私立の学校 
提出期日：調査票等を配布した教育委員会の定める期日 
提 出 先：政府統計共同利用システムで回答データを送信してください。 

紙の調査票を提出する場合は，調査票等を配布した都道府県教育委員会に提出

してください。 
 

(3) 市（区）町村（組合）立の学校 
提出期日：調査票等を配布した教育委員会の定める期日 
提 出 先：政府統計共同利用システムで回答データを送信してください。 

紙の調査票を提出する場合は，調査票等を配布した市（区）町村（組合）教

育委員会に提出してください。 
 
６.各種問合せ先 

本調査に係る問合せ先は次のとおりです。 
 
① 政府統計共同利用システムに関する問い合わせ 

１．下記 URL を入力・表示される問い合わせフォームよりお問合せください。 
https://www.e-survey.go.jp/contact 
※同ページ内，「よくあるご質問」も合わせて御覧ください。 
 
２．文部科学省オンライン調査ヘルプデスク 
電話：0570-038-350（平日 9：30～12：00 及び 13：00～17：30） 
FAX：03-6800-3337 
メール：online@inet-sup.com 

 
 ② 調査の内容に関する問い合わせ 
(1) 国立の学校…………………………文部科学省総合教育政策局調査企画課縦断調査係 

電話：03-5253-4111(内線 3251,3252) 
電子メール：chousa@mext.go.jp 

(2) 都道府県立及び私立の学校………都道府県教育委員会 
(3) 市（区）町村（組合）立の学校…市（区）町村（組合）教育委員会 
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（秘）統計法に基づく 基幹統計調査

学 校 調 査 票　－幼稚園，小学校，中学校，高等学校－

1 2 3 4 5 6

7 8 9 10

11 12 13

性別，年齢別，職名別，本務教員数（「代替教員」欄には，産休代替教員及び育児休業代替教員を職名に関係なく計上する。）

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

19歳以下

20

・
・
・

65

66歳以上

計

(1)記入不
要

(2)必要事
項を記入

（3）該当す
　る番号を

記入

(4)人数を
記入

男 女

（１）全日制
（２）定時制

14

実習助手
（高等学校

のみ）

代替教員 計

（１）本校
（２）分校

女 男

都道府県名
都道府県
番　　　号

学校名
学校調査

番　　　号

副校（園）長

学校長氏名

学校種類別 課程別設置者別 本校・分校別

教育委員会名

令和元年度　学校教員統計調査

令和元年10月1日現在

教育委員会

番　　　号

養護助教諭講師

（１）小学校　　 （２）中学校

（３）高等学校　（４）幼稚園

取扱者氏名

主幹教諭 指導教諭 栄養教諭教諭

学校所在地

（１）公立
（２）私立

助教諭校（園）長区
分

教頭

電話番号

養護教諭

統計法に基づ く

国の統計調査 で

す。調査票情 報

の秘密の保護 に

万全を期します。

 
 

(1)「都道府県名」「都道府県番号」「教育委員会名」「教育委員会番号」については，記入

不要です。 

(2)「学校名」「学校調査番号」「学校長氏名」「学校所在地」「取扱者氏名」「電話番号」

については，必要事項を記入します。 

(3)「学校種類別」「設置者別」「本校・分校別」については，該当する番号を選択し，

記入します。「課程別」については，中学校では記入不要です。 

(4)「性別」「年齢別」「職名別」「本務教員数」については，次のとおり記入します。 

①「年齢」は，令和元年10月１日現在の満年齢とします。 

②「職名」は，校長，副校長，教頭，主幹教諭，指導教諭，教諭，助教諭，講師，養護教諭，

養護助教諭，栄養教諭のうち正式に発令されている職名とします。 ただし，産休代替教

員及び育児休業代替教員は職名に関係なく「代替教員」とします。 

（産休代替教員及び育児休業代替教員以外の臨時的任用教員は調査の範囲外ですので記入し

ません。） 
③ 本務教員以外の教員（２ページ参照）は調査対象となりません。 

 

注：紙ではなく，オンラインで回答される場合には入力すべき項目が着色されて

画面上に表示されていたり，前回調査結果から一部箇所においては初めからデ

ータが入力されている等，上記イメージとは異なります。予めご了承ください。  
 

Ⅲ 「学校調査票」の記入について 
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調査事項の回答の記入に当たっては，下記の調査票記入番号等一覧によりコード番号及

び注意事項（※印）を必ず確認してください。 

 

中学校（様式第４号）

９　　学級担任なし ９　授業担任あり

１ １学年 １ 休職

２ ２学年 ２ 産休

３ ３学年 ３ 育休

※ ４ 複式学級 ４ その他

５ 特別支援学級

※

※

※

(1)都道府県番号

※ ※

※

※

※

07 保健体育 公立の中学校のうち，

31　中学校専修 50　特別支援学校（視覚障害） 08 技術・家庭 市（区）町村（組合）立の

32　中学校一種 60　特別支援学校（聴覚障害） 09 英語 学校のみ記入

33　中学校二種 70　特別支援学校（知・肢・病） 10 他外国語 １　都道府県費負担

34　中学校臨時 80　養護教諭専修 11 その他 ２　市町村費負担

35　中学校特別 81　養護教諭一種 ※単位時間を記入

10　幼稚園 82　養護教諭二種 ※

20　小学校 83　養護臨時

40　高等学校 90　栄養教諭専修 ※

91　栄養教諭一種

92　栄養教諭二種

(4)

※令和元年10月１日
　現在の満年齢（「学歴」
　が大学卒であれば，

　22歳以上などの関連）

※代替教員及び再任用者以外の
　国公立の教員は通常60歳以下

令和元年９月分の
給料（本俸）（諸手
当等は除く）千円
未満は四捨五入

1年に満たない月
は切り捨て

勤
務

年
数

学
　

　
歴

免許状の種類

調　査　票　記　入　番　号　等　一　覧

整
理

番
号

性別

年
　

　
齢

職
　

　
名

給料月額
（千円）

授
業

担
任
状
況

02　社会 10　家庭

学
級

担
任
状
況

05 音楽

「免許状の種類」が「31」「32」「33」の
いずれかでなければ記入なし

01 国語

中学校教諭二種
免許状の教科

①

(17)

02 社会

「免許状の種類」が「33」で
あれば記入あり

行
　

番
　
号

04 理科

03 数学

「免許状の種類」が
「３１」「３２」であれば
記入あり

「授業担任状況」が「９」で
あれば記入あり

① ②

担任教科

週教科等担任
授　業　時　数

普通
免許状

許可・臨
時免許状

等

(7)

学
級
担
任

あ
り

08 講師 ８ その他

11　職業03　数学

04 主幹教諭

一
般

系

１人の教員に対して，「専修又
は一種」と「二種」の欄に同一
コード番号の重複はない

「教員養成系」に
ついてはP8・19を
必ず確認

４ 大学院 04　理科

５ 大学

07　保健体育

06 教諭

01　国語

７ 高等学校

09　技術

05　音楽

12　職業指導

001から

順次記入

（3桁で記

入）

01 校長 １ 大学院

３ 短期大学

教

　
員

養

成

系

２ 大学

(9) (10)

08　保健 16　宗教

05 指導教諭

09 養護教諭

６ 短期大学 06　美術

(8)

14　英語

06 美術

「授業担任状況」が「９」であ
れば「１」以上の記入あり※１人の教員に対して，同一のコード番号の重複はない

※「31」「32」「33」の免許を複数所有している場合は
　上位の免許のコード番号のみを記入
　「80」「81」「82」及び「90」「91」「92」についても同様

１人１行が原則だが，２行以上にわ
たる場合は１から順次記入
１人１行の場合は，記入不要

(13)

中学校教諭
専修又は一種
免許状の教科

②

(15)(14)(12)

(2)学校調査番号

(16)

11 栄養教諭

12 代替教員

市

町

村

費

別

都

道

府

県

費

・

免　　許　　教　　科

10 養護助教諭

(11)(5) (6)

男＝１
女＝２

同１人で２行
以上にわた
る場合は同
じ番号を記
入

な

し

授

業

担

任13　職業実習

(3)

07 助教諭 15　他外国語

03 教頭

02 副校長

 

Ⅳ 「教員個人調査票」の記入について 
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(1) 「都道府県番号」  

 次の「都道府県番号一覧表」のうち，該当する番号を記入します。 

都 道 府 県 番 号 一 覧 表 

 

(2) 「学校調査番号」  

教育委員会（国立の場合は文部科学省）から通知された「学校調査番号」を記入します。 

(3) 「整理番号」  

 調査対象となった教員の調査項目の照会等のために必要な番号ですので，教員ごとに

「００１」（３桁で記入）から通し番号を記入します。なお，１人で２行以上にわたる

場合は同じ番号を記入します。 

(4) 「性別」の別を次の区分により記入します。 

 

  １ 男 
  ２ 女 

 

(5) 「年齢」 

令和元年10月１日現在の満年齢を記入します。 

なお，国・公立の学校では，代替教員及び再任用された教員以外の教員は通常60歳以

下です。 

(6) 「職名」 

令和元年10月１日現在，正式に発令されている職名を次の区分により記入します。 

 ただし，産休代替教員及び育児休業代替教員は職名に関係なく「代替教員」とします。 

（産休代替教員及び育児休業代替教員以外の臨時的任用教員は調査の範囲外ですので記入し

ません。） 
 

  
  ０１ 校長 
  ０２ 副校長 

０３ 教頭 
０４ 主幹教諭 
 

 

０５ 指導教諭 

０６ 教諭 
０７ 助教諭 
０８ 講師 
 

 
０９ 養護教諭 
１０ 養護助教諭 
１１ 栄養教諭 
１２ 代替教員 
 

 

(7) 「勤務年数」  

学校教育法に規定する学校（相当する外国の学校を含む。）の本務教員，指導主事，

旧視学又は旧視学官として勤務した実年数を合算して記入します。休職（休暇）・大学

院修学休業中・産休中・育児休業中の期間や教員をもって充てる指導主事等で教育委員

番号 県 名 番号 県 名 番号 県 名 番号 県 名 番号 県 名 

01 北海道 11 埼 玉 21 岐 阜 31 鳥 取 41 佐 賀 

02 青 森 12 千 葉 22 静 岡 32 島 根 42 長 崎 

03 岩 手 13 東 京 23 愛 知 33 岡 山 43 熊 本 

04 宮 城 14 神奈川 24 三 重 34 広 島 44 大 分 

05 秋 田 15 新 潟 25 滋 賀 35 山 口 45 宮 崎 

06 山 形 16 富 山 26 京 都 36 徳 島 46 鹿児島 

07 福 島 17 石 川 27 大 阪 37 香 川 47 沖 縄 

08 茨 城 18 福 井 28 兵 庫 38 愛 媛  

09 栃 木 19 山 梨 29 奈 良 39 高 知 

10 群 馬 20 長 野 30 和歌山 40 福 岡 
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会等に勤務している期間は含めます。 

兼務教員としての期間は除きます。 

合算した勤務年数に１年未満の端数が生じた場合は，端数は切捨てとします。（合算

した勤務年数が１年未満の場合は「０」と記入） 

(8) 「学歴」  

 最高の学歴（最高の学歴が複数ある場合で，一方が教員養成系で他方が一般系の大学

の場合には，それらのうち最終の学歴）について，次の区分により記入します。 

なお，専攻科，別科，研究生，科目等履修生及び聴講生は学歴に含めません。 

 

 教 
 員 
 養 
 成 
 系 

 １  大 学 院……大学の教員養成学部(※)を基礎とした大学院の修士課程，博士課程 
         又は専門職学位課程を修了した者（論文博士は含まない） 
２ 大  学……大学の教員養成学部(※)又は旧制の教員養成諸学校を卒業した者 

 ３ 短期大学……旧国立養護教諭養成所，旧国立工業教員養成所又は旧制の教員養成

諸学校を卒業した者並びに国立大学の教員養成学部の２年制課程を

卒業した者。なお，現在教員養成系の短期大学はありません。 
 
※上記「大学の教員養成学部」に該当するのは19ページの一覧にあるもののみです。必

ず一覧を参照の上，該当しない場合は「一般系」を選択してください。 

 一 

 般 

 系 

  

４  大 学 院……学校教育法による大学院の修士課程，博士課程又は専門職学位 

         課程を修了した者（論文博士は含まない） 

 ５  大  学 

 ６  短期大学     学校教育法による左記の学校以外については， 

 ７ 高等学校    「学歴区分表」（17ページ）を参照してください。 

 ８  そ の 他……上記以外 

 

(9) 「免許状の種類」 

現在所有している全ての免許状を次により記入します。 

① 同種の免許状で専修，一種，二種の全てまたは専修及び一種を所有している場合は専

修のみ記入し，一種及び二種を所有している場合は一種の免許状のみ記入します。 

② 「臨時」免許状は，現在勤務している学校の種別に相当する免許状及び養護臨時免許

状のみ記入します。 

③ 特別支援学校の自立教科等教諭の免許状又は自立活動教諭の免許状を所有している

場合は，それぞれ特別支援学校の教育領域に対応する「特別支援学校（視覚障害）」「特

別支援学校（聴覚障害）」「特別支援学校（知・肢・病）」を記入します。 

なお，「教育職員免許法」等の改正により，旧免許状の所有者は，それぞれ下の新旧

対照表の区分により新免許状を授与された者とみなされますので，新免許状に置き換え，

誤りのないように記入します。 

 

旧免許状 新免許状  

盲学校教諭免許状 

 

視覚障害者に関する教育の領域を定めた特別支援学校教諭免許状 

【特別支援学校（視覚障害）】  

聾学校教諭免許状 

 

聴覚障害者に関する教育の領域を定めた特別支援学校教諭免許状 

【特別支援学校（聴覚障害）】  

養護学校教諭免許状 

 

 

知的障害者，肢体不自由者及び病弱者（身体虚弱者 を含む）に関する教育の領

域を定めた特別支援学校教諭免許状 

【特別支援学校（知・肢・病）】  

※ 本手引においては，各免許状の名称を【 】と略する。 
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④ 次の区分により全て記入します。 

  ただし，１人の教員に対して同一のコード番号が重複することはありません。 

 

  

  31 中学校専修 

  32 中学校一種 

  33 中学校二種 

  34 中学校臨時 

  35 中学校特別 

10 幼稚園 

 

 

20 小学校              
40 高等学校            
50 特別支援学校（視覚障害）  
60 特別支援学校（聴覚障害）  
70 特別支援学校（知・肢・病） 
80 養護教諭専修             

 

 

81 養護教諭一種 

82 養護教諭二種 

83 養護臨時 

90 栄養教諭専修 

91 栄養教諭一種 

92 栄養教諭二種 

 

 

(10) 「免許教科」 

所有している中学校教諭の普通免許状の免許教科を全て，次の区分により免許状の種類別に

記入します。ただし，専修及び一種免許状の免許教科は「中学校教諭専修又は一種免許状の教

科」の欄に併せて記入します。 

 同一免許教科で一種及び二種の両方を所有している場合は，一種の免許教科のみについて

記入します。また，１人の教員に対して同一のコード番号を重複して記入しないでください。 

 

01 国  語 

02 社  会 

03 数  学 

04 理  科 

05 音  楽 

06 美  術 

07 保健体育 

08 保  健 

09 技  術 

10 家  庭 

11 職  業 

 

12 職業指導 
13 職業実習 
14 英  語 
15 他外国語 
16 宗  教 

 

 

(11) 「学級担任状況」 

当該教員の学級担任（副担任は除く。）の有無，担任している場合の担任学年等（教

科の担任ではない。）を，次の区分により記入します。 

なお，校長・養護教諭等で学級を担任していない場合や副担任のみの場合は「９」（学

級担任なし）と記入します。 

 

 ９ 学級担任なし 

 
 学 
 級 
 担 
 任 
 あ 
 り 
 

 １ １学年 
 ２ ２学年 
 ３ ３学年 
 ４ 複式学級 
５  特別支援学級 

 

※「４ 複式学級」とは，２以上の学年の児童生徒で編制されている学級をいいま

す。なお，10月１日現在同意を得ている(認可されている)複式学級で，そのうち

の１個学年の児童生徒が在学しない場合でも，同意を得た(認可の)際の学級編制

により記入するものとします。 

※「５ 特別支援学級」とは，学校教育法第81条第２項各号（①知的障害者，②肢

体不自由者，③身体虚弱者，④弱視者，⑤難聴者，⑥その他障害のある者で，特

別支援学級において教育を行うことが適当なもの ）に該当する児童生徒で編制さ

れている学級をいいます。 
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(12) 「授業担任状況」 

当該教員の授業担任の有無等を次の区分により記入します。なお，授業担任には，「道徳」

（「宗教」をもって「道徳」に代える場合を含む。），「総合的な学習の時間」及び「特別活動」

（学級活動（学校給食に係るものを除く。）に限る。）を含みます。また，特別支援学級担任

については特別な教育課程を編成した場合に取り入れた「自立活動」等を含みます。 

 

９   授業担任あり 

 
 授 
 業 
 担 
 任 
 な 
 し 

 

 １  休   職…休職中で担任していない場合 
 ２  産   休…労働基準法第65条の規定により休業している場合 
 ３ 育   休…公立の学校においては「地方公務員の育児休業等に関する法 
         律」第２条，国立及び私立の学校においては，「育児休業， 
         介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法 
         律」第６条の規定により育児休業をしている場合 
 ４ そ の 他…上記以外（例えば校長や養護教諭であるため授業を担任して 
         いない場合，長期研修中の場合等） 

 

(13) 「担任教科」 

担任している全ての教科を，次の区分により記入します。 

なお，「道徳」（「宗教」をもって「道徳」に代える場合を含みます。），「総合的な

学習の時間」，「特別活動」（学級活動（学校給食に係るものを除く。）に限る。）

及び特別支援学級において特別な教育課程を編成した場合に取り入れた「自立活

動」等は「11 その他」としてください。 

 

  ０１ 国 語 

  ０２ 社 会 

  ０３ 数 学 

  ０４ 理 科 

０５ 音 楽 

０６ 美 術 

０７ 保健体育 

０８ 技術･家庭 

０９ 英 語 

１０ 他外国語 

１１ その他 

 

 

(14) 「週教科等担任授業時数」 

(12)「授業担任状況」で当該教員が授業を担任している場合，現在実施している授業計画

に基づく平常の週における週教科等担任授業時数（「道徳」（「宗教」をもって「道徳」に代

える場合を含みます。），「総合的な学習の時間」及び「特別活動」（学級活動（学校給食に

係るものを除く。）に限る。）を含む。また，特別支援学級において特別な教育課程を編成

した場合に取り入れた「自立活動」等を含む。）を，中学校の教員免許状の種類別に単位時

間により記入します。（１単位時間は50分。35ページ問20を参照。） 

なお，授業を担任していない場合（(12)「授業担任状況」で「授業担任なし」を選択し，

コード番号１～４のいずれかを記入した場合）は空欄とします。 

「普通免許状」…中学校の普通免許状による週教科等担任授業時数を記入します。 

「許可・臨時免許状等」…教育職員免許法附則第２項，中学校臨時免許状及び中学校特別

免許状等による週教科等担任授業時数を記入します。 
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(15) 「都道府県費・市町村費負担の別」 

公立の中学校のうち，市（区）町村（組合）立の学校のみ当該教員の給与の負担区分につ

いて次の区分により記入します。（それ以外の学校は記入しません。） 

 

  １ 都道府県費負担 

  ２ 市町村費負担 

※「１ 都道府県費負担」 は，県費で給与を負担している者に記入します。 

指定都市で給与を負担している者もこちらの区分で記入してください。 

※「２ 市町村費負担」 は，地域のニーズに合わせた学校教育の充実や，特色ある学校 

づくり等を進めるため，市町村費で独自に給与を負担している者に記入します。 

 

(16) 「給料月額」  

令和元年９月分の給料（本俸）額を記入します。（千円未満は四捨五入。０となった

場合は「０」と記入。）本俸以外（諸手当及び教職調整額）は含めません。 

（例外的な取扱い） 

① 兼務校の給料は含めません。 

② 特別の事情（休職等）によって減額による給料を支給されている場合は，減額支給

額を記入します。 

③ 令和元年10月１日付で採用された本務教員については，10月分の給料（本俸）を記

入します。 

 

(17) 「行番号」 

調査票は，１人につき１行記入するようになっていますが，免許状の種類等複数の

項目を選択する場合で，記入欄が足りないときは，下の行の同じ項目欄に記入すると

ともに，整理番号欄に上の行と同じ番号を，行番号欄に通し番号を記入します。 

なお，１人１行の場合は記入しないでください。 

 (回答例)  

 

（整理番号「１」の教員は，「免許教科」が１行に収まらないため，２行に分けて記入） 

（整理番号「２」の教員は，記入が１行に収まるため,「行番号」は空欄）
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 調査事項の回答の記入に当たっては，調査票記入番号等一覧によりコード番号及び注意事項

（※印）を必ず確認してください。 

 

教員異動調査票

高等学校以下（様式第12号） ※ 「異動の状況」との関連項目 １　定年（勧奨を含む）

・「異動の状況」が採用の場合 ２　病気(精神疾患）

３　病気(２を除く）

01　校(園)長  （幼保連携型認定 ４　死亡

02　副校長 　　こども園のみ）

03　教頭 21　主幹保育教諭 ・「異動の状況」が転入の場合

04　主幹教諭 22　指導保育教諭

05　指導教諭 23　保育教諭

06　教諭 24　助保育教諭 ※

07　助教諭 25　主幹養護教諭 ・「異動の状況」が離職の場合

08　講師 26　主幹栄養教諭 １　全日制

09　養護教諭 ２　定時制

10　養護助教諭  （高等学校のみ） ３　通信制

11　栄養教諭 00　実習助手 (1)都道府県番号 (2)学校調査番号 (3)課程別

※

１　幼稚園本務教員

２　小学校本務教員

３　中学校本務教員

４　高等学校本務教員

５　中等教育学校本務教員

１　大学教員 ６　特別支援学校本務教員

２　短大教員 １　官公庁 ７　幼保連携型認定こども園本務教員

３　高専教員 ２　民間企業 （非常勤含む） ８　義務教育学校本務教員

４　専修・各種教員 ３　自営業 ６　ポストドクター

４　臨時的任用及 ７　その他 １　経験あり

び非常勤講師 ２　経験なし

※この欄に記入した場合は，
　「県内・県外の別」に記入あり

教

員

養

成

系

一
般

系

４　大学院

５　大学

６　短期大学

８　その他

県
外

１　全日制

（
高
校
の
み

）

所
 

属
 

課
 

程

(12)

転入の状況

２　定時制

１　採用

２　転入

② ③

※この欄に記入した場合は，「新卒
　採用者の県内・県外別」「その他」
　「教員経験」は記入なし

また，
「新規採用者の県内・県外
別」「前職教員」は記入なし

５　塾・予備校講師

この欄に記入した場合は，
「教員経験」に記入あり

経
験
の
有

無

本
務
教
員

前
職

教
員

そ
の

他

④
の
県

内
・

県

外

※この欄に記入した場合は，
　「前職教員」「その他」「教員
　経験」は記入なし

整
理

番
号

３　私立

県

内

の
別

３　通信制

転
入

前
の
学
校
種

県
内

・

「採用の状況」のいずれかの欄に記入あり。
また「転入の状況」「離職理由」の各欄には
記入なし

「転入の状況」の両欄に記入あり。また，
「採用の状況」「離職理由」の各欄には記
入なし

※同１人が前年度
　間に採用もしく
　は転入し，かつ
　離職した場合
　（２度の異動）
　は，別々の番号
　を記入

「教員養成系」につ
いてはP8・19を必
ず確認

性別

６　私立

４　国立

１　国立

２　公立

５　公立

１　大学院

２　大学

３　短期大学

(10)

５　転職
００１から
順次記入

（3桁で記入）

(6) (7) (8) (9)

７　家庭の事情

２　公立

３　私立

８　職務上の問題

９　その他

(4) (5) (11)

７　高等学校

離
職

理
由

①

調　査　票　記　入　番　号　等　一　覧

※異動時の満年齢（「学歴」が大学卒
　であれば，22歳以上などの関連）

※国公立の教員は通常60歳以下

６　大学等入学

県

内

３　離職

(13)

「離職理由」に記入あり。また，「採用の
状況」「転入の状況」の各欄には記入なし

新
卒

採
用
者

異
動

の
状
況

採用の状況

②

県
外

別

①

１　国立

４　国立

５　公立男＝１
女＝２

年
　

　
　
齢

職
　

　
　
名

（
採

用

・
転

入
者

の
み

）

学
　
　
　
歴

県

外
６　私立

 

 平成30年度間（平成30年４月１日～平成31年３月31日）に，採用，転入又は離職した本務教員

（産休・育休代替教員を除く。）について，下記の調査事項を記入します。 

なお，同一人が平成30年度間に採用又は転入し，かつ離職した場合（２度異動した場合），

１行にその教員の採用又は転入時の状況を記入し，別の１行にその教員の離職時の状況を

記入してください。その際，整理番号は別々の番号を記入してください。 

Ⅴ 「教員異動調査票」の記入について 
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※調査票の記入例（各調査事項のコード番号については前ページの「調査票記入番号等

一覧」及び本ページ以降の説明を御参照下さい。）  

(4) (5) (8) (9) (10) (13)

① ② ③ ①

④ ②

0 0 1 2 2 4 0 6 4 1 6

　　　　②採用前の職業が大学等(※)の教員だった場合 0 0 2 2 4 5 0 6 4 1 2

　　　　③採用前の職業が教員以外だった場合 0 0 3 2 4 5 0 6 2 1 4 2

平成30年度間に高等学校以下の学校(※)から当該学校に転入
し、令和元年10月1日現在も在職している本務教員

0 0 4 1 5 8 0 3 1 2 4 2

平成30年度間に離職した本務教員 0 0 5 2 6 0 0 6 3 1

平成30年度間に当該学校から他の高等学校以下の学校(※)の
本務教員として異動した本務教員

平成30年度間に採用され、かつ離職した本務教員 0 0 6 1 4 5 0 6 2 1 7 1

0 0 7 1 4 5 0 6 3 7

※大学等：大学，短期大学，高等専門学校，専修学校，各種学校

　高等学校以下の学校：幼稚園，幼保連携型認定こども園，小学校，

　中学校，義務教育学校，高等学校，中等教育学校，特別支援学校

（

高

校

の

み

）

所

属

課

程

異

動

の

状

況

採 用 の 状 況 離

職

理

由

そ

の

他

学

校

種

転

入

前

の

経
験

の
有
無

本
務

教
員

　
県

外

の

別

県
内

・

平成30年度間に当該学校に採用され、令和元年10月1日現在も
在職している本務教員

　　　　①新規採用者の場合

事　　　例

　平成30年度間（平成30年4月1日～平成31年3月31日）に採用，
転入又は離職した本務教員を記入します。
　平成31年4月1日～令和元年9月30日の異動は記入しないで下
さい。

(12)(6) (7)

整

理

番

号

性別

１ 男

２ 女

年

 
齢

職

名

(11)

転入の状況

（歳）

県

内

・

県

外

の

別

新

卒

採

用

者

の

前

職

教

員

（

採

用

・

転

入

者

の

み

）

学

歴

離職の場合は

(8)は記入不要

同一人が期間内に複

数回異動した場合は

別の整理番号を記入

(11)①に記入

(13に)記入

(12)①②に記入

高校以外は(9)は記入しない

(11)③④

に記入

(11)②に記入

(4)～(7)は必須項目

採用・転入の場合

は(8)も記入

採用→

離職→

１＝採用

２＝転入

３＝離職

※教員異動調査票には記入しません。（異動先で「転入」として取り扱う）

年齢は異動

時の満年齢

 

(1) 「都道府県番号」，(2) 「学校調査番号」  
 P7 (1) 「都道府県番号」，(2) 「学校調査番号」参照 

(3) 「課程別」    

記入は不要です。 

(4) 「整理番号」，(5) 「性別」   
P7 (3) 「整理番号」，(4) 「性別」参照 

(6) 「年齢」 

 採用，転入又は離職時の満年齢を記入します。 

 なお，国・公立の学校では，再任用された教員以外は通常60歳以下です。 

 

(7) 「職名」 

 採用，転入又は離職時に正式に発令されている職名を，次の区分により記入します。 

 

  ０１ 校長 
  ０２ 副校長 

０３ 教頭 
０４ 主幹教諭 

０５ 指導教諭 
０６ 教諭 
０７ 助教諭 
０８ 講師 

０９ 養護教諭 
１０ 養護助教諭 
１１ 栄養教諭 
 

※「００」及び「２１～２６」のコードは中学校では使用しません。  

 

(8) 「学歴」（採用及び転入者のみ記入，離職者については不要です。） 
P8 (8) 「学歴」参照 

(9) 「所属課程」 

中学校では，記入不要です。 

(10) 「異動の状況」 

異動調査の対象となった本務教員について，次の区分により記入します。 

なお，「高等学校以下の学校」とは，「幼稚園，幼保連携型認定こども園，小学校，中学校，

高等学校，中等教育学校，特別支援学校」のことを指します。 
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  １  採 用……当該学校の本務教員として，高等学校以下の学校の本務教員以外の職業 

        等から異動した者 

  ２  転 入……高等学校以下の学校の本務教員から当該学校の本務教員として異動した者 

  ３  離 職……当該学校の本務教員でなくなった者（当該学校の本務教員から引き続き他

の高等学校以下の学校の本務教員として異動した場合は，「離職」として取

り扱わず，異動先で「転入」として取り扱う。任命権者が異なるため，当該

学校において一旦退職の扱いを受けてから他の高等学校以下の学校の本務教員

として採用された場合も同様に取り扱い，「離職」としては取り扱わない。） 

 

 (11) 「採用の状況」 

① 「新卒採用者の県内・県外の別」 

学校を卒業（修了）してすぐ本務教員として採用された者（平成30年３月に学校を

卒業し，平成30年４月30日までに本務教員として採用された者）について，大学等の

出身校の県内・県外別，設置者別に次の区分により記入します。聴講生，科目等履修

生，及び研究生については，新卒採用ではなく「その他」としてください。 

なお，この欄に記入した場合，「②前職教員」「③その他」「④本務教員経験の有

無」には記入しないでください。 
 

県 
 
内 

１ 国 立 
２ 公 立 
３ 私 立 

県 
 
外 

４  国 立 
５ 公 立 
６  私 立 

 

② 「前職教員」 

 採用前の職業が大学等の教員であった場合，次の区分により記入します。 

なお，この欄に記入した場合，「①新卒採用者の県内・県外の別」「③その他」「④

本務教員経験の有無」には記入しないでください。 

 

  １ 大 学 教 員…大学の本務教員 

  ２ 短 大 教 員…短期大学の本務教員 

  ３ 高 専 教 員…高等専門学校の本務教員 

  ４ 専修・各種教員…専修学校及び各種学校の本務教員 

 

③ 「その他」 

 「新卒採用者」「前職教員」以外の採用教員の採用前の職業について，次の区分に

より記入します。 

 なお，この欄に記入した場合，「④本務教員経験の有無」にも必ず記入し，「①新

卒採用者の県内・県外の別」「②前職教員」には記入しないでください。  

 

 １  官 公 庁…官公庁の職員（教員を除く。）であった者 

 ２  民間企業…民間企業の職員であった者 

 ３  自 営 業…自営業に従事していた者 

 ４ 臨時的任用及び非常勤講師…臨時的任用や非常勤講師であった者 

 ５ 塾・予備校講師（非常勤含む）…塾・予備校講師であった者 

 ６ ポストドクター…ポストドクターであった者 

 ７  そ の 他…上記以外の者 
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④ 「本務教員経験の有無」 

 「③その他」に該当するもので，本務教員経験（産休代替教員及び育児休業代替教

員経験を含む）の有無について，次の区分により記入します。 

 

 １ 経験あり 

 ２ 経験なし 

 

(12) 「転入の状況」 

① 「転入前の学校種」 

「転入」に該当する教員で，その転入前の学校種を，次の区分により記入します。 

 なお，この欄に記入した場合，「②転入前の学校種」の「県内・県外の別」にも

必ず記入してください。 

 

 １ 幼稚園本務教員 

 ２ 小学校本務教員 

 ３ 中学校本務教員 

 ４ 高等学校本務教員 

 ５ 中等教育学校本務教員 

 ６ 特別支援学校本務教員 

７ 幼保連携型認定こども園本務教員 
８ 義務教育学校本務教員 

 

② 「転入前の学校種」の「県内・県外の別」 

転入前の学校について，その県内・県外別，設置者別を，次の区分により記入します。 

 

 県 

 

 内 

 １ 国 立 

 ２ 公 立 

 ３ 私 立 

 県 

 

 外 

 ４ 国 立 

 ５ 公 立 

 ６ 私 立 

 

(13) 「離職理由」 

離職した者について，その理由を次の区分により記入します。 

 

１ 定年(勧奨を含む) … 定年又は勧奨のため 

２ 病気（精神疾患） … 病気（精神疾患）のため 

３ 病気（２を除く） … 病気（２を除く）のため 

４ 死 亡 … 死亡のため 

５ 転 職 … 転職のため 

６ 大 学 等 入 学 … 大学，大学院等へ入学するため 

７ 家 庭 の 事 情 … 家庭の事情のため 

８ 職 務 上 の 問 題 … 職務上の問題のため 

９ そ の 他 … 上記以外の理由 
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各調査票について次の事項を必ず確認し，誤りのないようにしてください。 

なお，電子調査票の審査に当たっては，下線部分の確認事項についてのみ確認してください。 

 

(1) 学校調査票 

①「学校名」から「本校・分校別」欄まで記入漏れはありませんか。 

②「性別」「年齢別」「職名別」「本務教員数」欄は計と内訳の数が一致していますか。 

(2) 教員個人調査票 

①本調査の対象教員数と記入した整理番号の最後の番号が一致していますか。 

②記入漏れ，記入誤りはありませんか。（特に都道府県番号，学校調査番号，整理番号） 

③１教員につき２行以上になる場合，必ず「行番号」欄に記入があり，また「整理番号」

は同じとなっていますか。 

④週教科等担任授業時数は，単位時間になっていますか。 

○調査事項間の関連 

①「免許教科」で「専修又は一種」，「二種」両欄に，同じ免許教科の記入はありません。 

②「授業担任状況」で「授業担任あり」（コード番号９）のとき，「担任教科」及び「週

教科等担任授業時数」に必ず記入があります。 

(3) 教員異動調査票 

①本調査の対象教員数と記入した整理番号の最後の番号が一致していますか。（但し，１

人の本務教員が平成30年度間に採用又は転入し，かつ離職した場合（２度異動した場合）

は，整理番号は別々の番号となっているため，調査上は，２人の教員となっていることに

注意してください。） 

②記入漏れ，記入誤りはありませんか。（特に都道府県番号，学校調査番号，整理番号） 

③特に，「異動の状況」欄の記入漏れはありませんか。 

④「転入の状況」に該当する場合，「県内・県外の別」に必ず記入があります。 

Ⅵ 調査票の確認事項 
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学　　歴　　区　　分　　表

学歴区分 学　　歴　　免　　許　　等　　の　　資　　格

大学卒 ○　文部科学大臣の認めた大学の通信教育の課程の修了(学士の称号を取得した場合に限る。)

○　文部科学大臣の認めた大学の夜間の学部の修了

○　独立行政法人大学評価・学位授与機構から学士の学位の取得

○　外国における大学等の卒業(通算修学年数が16年以上となるものに限る。)

○　専修学校専門課程（修業年限４年以上のものに限る。）の卒業

○　海上保安大学校本科の卒業

○　気象大学校大学部(修業年限４年のものに限る。)の卒業

○　独立行政法人水産大学校の卒業

○　防衛大学校又は防衛医科大学校の卒業

○　司法試験法による司法試験の第２次試験の合格

○　公認会計士法による公認会計士試験の第２次試験の合格

○　筑波大学理療科教員養成施設（旧東京教育大学附属の特殊教育教員養成施設及び理療科
　教員養成施設を含むものとし，短期大学又は特別支援学校の専攻科卒業後の２年制の課程
　に限る。）の卒業

○　独立行政法人航空大学校（昭和62年８月以降の｢短大２卒｣を入学資格とする修業年限２
　年以上のものに限る。）の卒業

○　職業能力開発大学校若しくは職業能力開発総合大学校の応用課程又は職業能力開発総合
　大学校の長期課程の卒業

○　保健師学校，保健師養成所，助産師学校または助産師養成所（看護師学校の卒業または
　看護師養成所の卒業を入学資格とする修業年限１年以上のものに限る。）の卒業

○　学校教育法第91条第２項の規定により同法による大学の修了者と同等の資格を有すると
　認められている者

短大卒 ○　学校教育法による高等専門学校の卒業

○　学校教育法による高等学校，中等教育学校，特別支援学校の専攻科（２年制の短期大学
　と同程度とみなされる修業年限２年以上のものに限る。）の卒業

○　学校教育法による大学の２年制の課程を修了した者及び同法による大学に２年以上在学
　して62単位以上修得した者

○　専修学校専門課程（修業年限２年以上のものに限る。）の卒業

○　各種学校（「新高３卒」を入学資格とする修業年限２年以上のものに限る。）の卒業

○　農業者研修教育施設の養成部門又は研究部門の卒業

○　診療放射線技師学校，診療放射線技師養成所，臨床検査技師学校，臨床検査技師養成所，
　臨床工学技士学校，臨床工学技士養成所，理学療法士学校，理学療法士養成施設，作業療
　法士学校，作業療法士養成施設，義肢装具士学校又は義肢装具士養成所（いずれも「新高
　３卒」を入学資格とする修業年限３年以上のものに限る。）の卒業

○　視能訓練士学校又は視能訓練士養成所（いずれも「新高３卒」を入学資格とする修業年
　限３年以上のもの又は「短大２卒」を入学資格とする修業年限１年以上のものに限る。）
　の卒業

○　言語聴覚士学校又は言語聴覚士養成所（いずれも「新高３卒」を入学資格とする修業年
　限３年以上のもの又は学校教育法に基づく大学若しくは高等専門学校，旧大学令に基づく
　大学若しくは言語聴覚士法第33条第３号の規定に基づき厚生労働省令で定める学校，文
　教研修施設若しくは養成所における１年（高等専門学校にあっては，４年）以上の修業を
　入学資格とする修業年限２年以上のものに限る。）の卒業

○　あん摩マッサージ指圧師法による学校又は養成施設，柔道整復師法による学校又は養成
　施設（いずれも「新高３卒」を入学資格とする修業年限３年のものに限る。）の卒業

○　看護師学校又は看護師養成所（いずれも「新高３卒」を入学資格とする修業年限３年以
　上のものに限る。）の卒業

○　鯉淵学園本科（修業年限３年のものに限る。）の卒業

○　航空保安大学校本科の卒業

○　海上保安学校本科の修業年限２年の課程又は灯台科（「新高３卒」を入学資格とする修
　業年限２年のものに限る。）の卒業

○　商船高等学校（席上課程及び実習課程を含む。）の卒業

参考 
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短大卒
（つづき）

○　独立行政法人航空大学校本科（「新高３卒」を入学資格とする修業年限２年以上のもの
　に限る。）の卒業

○　独立行政法人海員学校専修科（「新高３卒」を入学資格とする修業年限２年のものに限
　る。）の卒業

○　気象大学校大学部修業年限２年のものに限る。）の卒業

○　都道府県農業講習所，都道府県林業講習所，都道府県蚕業講習所（「新高３卒」を入学
　資格とする修業年限２年以上のものに限る。）の卒業

○　森林法施行令に基づき農林水産大臣の指定する教育機関（昭和59年度以降指定された
　もので「新高３卒」を入学資格とする修業年限２年以上のものに限る。）の卒業

○　農林水産省（省名変更前の農林省を含む。）の果樹試験場又は野菜・茶業試験場の農業
　技術研修課程の卒業

○　司法試験法による司法試験の第１次試験の合格

○　公認会計士法による公認会計士試験の第１次試験の合格

○　職業能力開発短期大学校，職業能力開発大学校又は職業能力開発総合大学校の専門課程
　（「新高３卒」を入学資格とする修業年限２年以上のものに限る。）の卒業

○　保育士（名称を変更する前の保母を含む。）を養成する学校その他の施設（「新高３卒」
　を入学資格とする修業年限２年以上のものに限る。）の卒業

○　指定栄養士学校，指定栄養士養成所，歯科技工士学校又は歯科技工士養成所（いずれも
　「新高３卒」を入学資格とする修業年限２年以上のものに限る。）の卒業

○　栄養士法による栄養士試験の合格

○　歯科衛生士学校又は歯科衛生士養成所（いずれも修業年限２年以上のものに限る。）の
　卒業

○　あん摩マッサージ指圧師法による学校又は養成施設（いずれも「新中卒」を入学資格と
　する修業年限５年のものに限る。）の卒業

○　独立行政法人海技大学校本科の卒業

○　外国における専門学校等の卒業（通算修学年数が13年以上となるものに限る。）

高校卒 ○　学校教育法による中等教育学校又は特別支援学校の高等部の卒業

○　学校教育法による高等学校，中等教育学校，特別支援学校の専攻科の卒業

○　専修学校専門課程（修業年限１年以上のものに限る。）の卒業

○　高等学校通信教育規程による通信教育により高等学校卒業と同等の単位の修得

○　高等学校卒業程度認定試験規則による試験の合格

○　高等学校の定時制の課程（修学年数４年のものに限る。）の卒業

○　専修学校高等課程（修業年限２年以上のものに限る。）の卒業

○　各種学校（「新中卒」を入学資格とする修業年限２年以上のものに限る。）の卒業

○　歯科衛生士法による歯科衛生士学校又は歯科衛生士養成所の卒業

○　改正前のあん摩マッサージ指圧師法による学校又は養成施設及び柔道整復師法による学
　校又は養成施設（いずれも「新中卒」を入学資格とする修業年限４年のものに限る。）の
　卒業

○　独立行政法人海員学校本科（「新中卒」を入学資格とする修業年限３年のものに限る。）
　の卒業

○　海上保安学校（旧中卒を入学資格とするものに限る。）の卒業

○　外国における中等学校等の修了（通算修学年数が12年以上となるものに限る。）

○　歯科技工士法による歯科技工士養成所（「新中卒」を入学資格とする修業年限３年以上
　のものに限る。）の卒業

○　あん摩マッサージ指圧師法による学校又は養成施設（いずれも「新中卒」を入学資格と
　する修業年限３年のものに限る。）の卒業

○　保健師助産師看護師法による准看護師学校又は准看護師養成所の卒業

○　改正前のあん摩マッサージ指圧師法による学校又は養成施設（いずれも「新中卒」を入
　学資格とする修業年限２年のものに限る。）の卒業

○　学校教育法第57条の規定により同法による高等学校又は中等教育学校の卒業者と同等の
　資格を有すると認められている者
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教員養成学部を持つ大学一覧

 「学歴」項目の教員養成系の区分については，下記の表を参照して記入してください。

○国立大学

大　学　名 学　部　名 大　学　名 学　部　名

北 海 道 教 育 大学 教 育 学 部 滋 賀 大 学 教 育 学 部

弘 前 大 学 教 育 学 部 京 都 教 育 大 学 教 育 学 部

岩 手 大 学 教 育 学 部 大 阪 教 育 大 学 教 育 学 部

宮 城 教 育 大 学 教 育 学 部 兵 庫 教 育 大 学 学 校 教 育 学 部

秋 田 大 学
教 育 文 化 学 部

（ 教 育 学 部 ）
神 戸 大 学 教 育 学 部

山 形 大 学 教 育 学 部 奈 良 教 育 大 学 教 育 学 部

福 島 大 学 教 育 学 部 和 歌 山 大 学 教 育 学 部

茨 城 大 学 教 育 学 部 鳥 取 大 学
教 育 地 域 科 学 部

（ 教 育 学 部 ）

宇 都 宮 大 学 教 育 学 部 島 根 大 学 教 育 学 部

群 馬 大 学 教 育 学 部 岡 山 大 学 教 育 学 部

埼 玉 大 学 教 育 学 部 広 島 大 学
教 育 学 部

（ 学 校 教 育 学 部 ）

千 葉 大 学 教 育 学 部 山 口 大 学 教 育 学 部

東 京 学 芸 大 学 教 育 学 部 鳴 門 教 育 大 学 学 校 教 育 学 部

横 浜 国 立 大 学
教 育 人 間 科 学 部

（ 教 育 学 部 ）
徳 島 大 学 教 育 学 部

新 潟 大 学
教 育 学 部

（教育人間科学部）
香 川 大 学 教 育 学 部

上 越 教 育 大 学 学 校 教 育 学 部 愛 媛 大 学 教 育 学 部

富 山 大 学 教 育 学 部 高 知 大 学 教 育 学 部

金 沢 大 学
人 間社会学域学校教育 学類

( 教 育 学 部 ） 福 岡 教 育 大 学 教 育 学 部

福 井 大 学
教 育 学 部

（教育地域科学部）
佐 賀 大 学

教 育 学 部

（ 文 化 教 育 学 部 ）

山 梨 大 学
教 育 学 部

（教育人間科学部）
長 崎 大 学 教 育 学 部

信 州 大 学 教 育 学 部 熊 本 大 学 教 育 学 部

岐 阜 大 学 教 育 学 部 大 分 大 学
教 育 学 部

（教育福祉科学部）

静 岡 大 学 教 育 学 部 宮 崎 大 学
教 育 学 部

（ 教 育 文 化 学 部 ）

愛 知 教 育 大 学 教 育 学 部 鹿 児 島 大 学 教 育 学 部

三 重 大 学 教 育 学 部 琉 球 大 学 教 育 学 部

（注）1.上記のうち，宮城教育大学，上越教育大学，兵庫教育大学，鳴門教育

　　　　大学を除く単科大学は昭和24年に設置され，昭和41～42年に学芸大学

　　　　から教育大学に名称変更。

　　　2.上記には，昭和24年に学芸学部として設置され，昭和41年に教育学部

　　　　に名称変更した学部（19学部）を含む。

　　　3.（　）内は，（注）1.2.以外で名称変更された学部の旧学部名称。

　　　4.上記のうち，山形大学，福島大学，富山大学，神戸大学，鳥取大学，

　　　　徳島大学は，表に掲げる学部名のみが教員養成系に該当。 

　　　  （(注)1.～3.以外で名称変更した学部は含まない。）

○公立大学　　　　　　　　該当する学校はありません。

○私立大学
岐阜聖徳学園大学 教育学部

（旧　聖徳学園岐阜教育大学）

文教大学 教育学部

常葉大学 教育学部

秀明大学 学校教師学部

※　短期大学については教員養成系に該当する学校はありません。  
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市町村費負担の者に係る「法令に定める条件」 

 

○ 給与を条例で（規則，要領，要綱，契約のみでは不可）定めている。 

   根拠法令：教育公務員特例法第13条 

公立の小学校等の校長及び教員の給与は，これらの者の職務と責任の特殊性に基づき条例で定める

ものとする。 

 

○ 学校教育の水準の維持向上のための義務教育諸学校の教育職員の人材確保に関する特別措置法 

  （「人材確保法」）の趣旨を踏まえ，一般の公務員よりも優遇された，教育職の給料表を定めている。

（行政職給料表の適用は不可。） 

  根拠法令：人材確保法第３条 

義務教育諸学校の教育職員の給与については，一般の公務員の給与水準に比較して必要な優遇措置

が講じられなければならない。 

 

○ 条例で定めるところにより，教職調整額・義務教育等教員特別手当を支給している。 

  根拠法令：公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法第３条 

教育職員（校長，副校長及び教頭を除く。以下この条において同じ。）には，その者の給料月額の百

分の四に相当する額を基準として，条例で定めるところにより，教職調整額を支給しなければならな

い。 

 

  教育公務員特例法第13条第２項 

前項に規定する給与のうち地方自治法 （昭和二十二年法律第六十七号）第二百四条第二項 の規定

により支給することができる義務教育等教員特別手当は，これらの者のうち次に掲げるものを対象と

するものとし，その内容は，条例で定める。 

一 公立の小学校，中学校，中等教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部若しくは中学部に勤

務する校長及び教員 

二 前号に規定する校長及び教員との権衡上必要があると認められる公立の高等学校，中等教育学校

の後期課程，特別支援学校の高等部若しくは幼稚部又は幼稚園に勤務する校長及び教員 

 

○ 任期なしフルタイム勤務の新任教職員に対しては，初任者研修を実施している。 

  根拠法令：教育公務員特例法第23条 

公立の小学校等の教諭等の任命権者は，当該教諭等（政令で指定する者を除く。）に対して，その採

用の日から一年間の教諭の職務の遂行に必要な事項に関する実践的な研修（以下「初任者研修」とい

う。）を実施しなければならない。 
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 (1) 政府統計オンライン調査システムの概要 
  
政府統計共同利用システムは，インターネットを利用して調査に回答することができるシステム

です。本システムは，ID・パスワードによる認証機能及び送受信の自動暗号化機能によりセキ

ュリティ対策を施した安全性の高いシステムです。 
  

―政府統計共同利用システム利用のメリットー 
① 調査事務作業の合理化 

紙の調査票への転記や郵送作業が不要です。 
② 入力漏れや誤入力の自動チェック 

自動審査機能により，入力漏れや誤入力を防ぐことができます。 
③ 調査票提出後の教育委員会からの確認や修正依頼の減 

システムの自動審査による入力漏れや誤入力の減により，調査票を提出した後，教育委員会

（国立の学校においては文部科学省）からの問合せや修正依頼が減ります。 
(3) 政府統計共同利用システムによる調査票提出の流れ 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

―推奨環境― 

   次のパソコン環境で政府統計共同利用システムを利用ください。 
ＯＳ ブラウザ 表計算ソフト（※3） 

 Internet Explorer の場

合 
Internet Explorer 以外の場

合 
Windows 7 SP1  

Internet Explorer 11.0 
Firefox 67.0 
Google Chrome 75.0  
Microsoft Edge 42（※2） 

Microsoft Office Excel 2019 
Microsoft Office Excel 2016 
Microsoft Office Excel 2013 
Microsoft Office Excel 2010 

Windows 8.1(※１) 
Windows 10 (※１) 

macOS 10.13 ― Safari 12.1 ― 

（※1）「デスクトップモード」の場合に限ります。 
（※2）「Windows 10」での利用に限ります。 
（※3） 表計算ソフトにおける注意事項は以下の通りです。 
         ・Microsoft Office Excel 以外の表計算ソフトには対応しておりません。 
          ・マクロ機能が組み込まれている Excel 調査票については、マクロ機能を有効にする必要があります。 
          また、Excel のマクロ機能が有効な場合においても、ご利用の環境により回答送信できない場合(※)

があります。 
          (※)例えば、企業内ネットワークにおいて仮想ブラウザが採用されている場合等が想定されます。 
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Ⅶ 政府統計共同利用システムでの回答方法 
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―準備するもの― 
  文部科学省もしくは教育委員会より通知された調査対象者 ID 及びパスワード 
 ※不明な場合は，管轄の教育委員会へお問い合わせください。 
 

―政府統計共同利用システムへの接続と回答― 
政府統計共同利用システムに接続するためには，インターネットに接続されているパソコンが

必要です。 
パソコンのインターネットブラウザを起動してアドレス欄に以下のURLを入力し「Enter」

キーを押すことによって接続することができます。 
 
 

  
１.ログイン 

 
(1)トップ画面が表示されたら，中央

オレンジ色の「ログイン画面へ」を

クリックします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(2) ログイン画面が表示されま

す。①プルダウンメニューから

「学校教員統計調査」を選択し，

②「調査対象者 ID」及び③「パ

スワード」をそれぞれ半角英数

字で入力したら④「ログイン」

ボタンをクリックしてくださ

い。なお「政府統計コード」は，

直接「8KN7」と入力することも

できます。  

政府統計共同利用システム URL http://www.e-survey.go.jp/ 

① 

② 

③ 

④ 
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(3) 初回ログイン時にはパスワー

ド変更画面が表示されます。新し

いパスワードを以下の決まりに従

って設定してください。 
・半角英数記号８文字以上 32 文字

以内 
・英字・数字を、それぞれ少なく

とも１文字以上使用 
・使用可能な記号は/[]:;|=+*?<> 
・推測されやすい文字の組み合わ

せは使用できない 
・変更前と同一のパスワードは使

用できない 
入力したら，オレンジ色の「変更」

ボタンをクリックします。 
変更したパスワードは必ずメモ

を残す等，保管に努めてくださ

い。 
 
 
 

(4) パスワードを変更したら，連

絡先情報の登録画面が表示されま

すので，必要事項を入力の上，画

面右下オレンジ色の「登録」ボタ

ンを押します。 
※ここで登録したメールアドレ

ス宛に，回答の受付を知らせるメ

ールや，パスワードを忘れてしま

った際の再発行による新パスワ

ードが届きますので確実に受け

取れるメールアドレスの登録を

お願いします。 
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(5) 連絡先情報の確認画面が表示

されますので，確認の上，正しけ

れば「調査票一覧へ」をクリック

します。修正する場合は「連絡先

変更へ」をクリックし，前の画面

に戻って修正してください。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
左画面のような学校教員統計

調査の調査票一覧が表示され

たら，１．ログイン作業は終

了です。 
※画面はテスト用です。実際に

表示される画面とは一部イメ

ージが異なります。 
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２.電子調査票のダウンロード 
 
(1)「調査票の一覧」画面が表示

されます。ダウンロードする調

査票の名称をクリックします。 
 クリックすると，対象の電子

調査票（Excel 形式）が表示さ

れるので，一度自身の PC 等

に保存します。次に保存した

電子調査票を自身の PC から改

めて開きます。 
※一度保存をせずにそのまま

開いてしまうと，ExcelViewer
等の参照用別ソフトで開かれ

ることがあるため 
 
 (2)続けて，他の回答すべき調

査票も同様に保存します。 
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３.データの入力 
 
(1)保存した電子調査票ファイル（Excel 形式）を開き，データを入力します。 

調査票は以下の３パターン存在します。 
 
①学校調査票 

 
教員個人調査票に

回答しない学校は回

答します。 
 

１．学校名を記入しま

す。 
２．手引きに沿って職

種・年齢ごとに教員数

をセル内に記入します。 
３．「回答データのみ保

存」をクリックしたら，

４．データのチェック

に進みます。 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
②教員個人調査票 

 
学校調査票に回答し

ない学校は回答しま

す。 
※画像は小学校のも

のですが，教員個人調

査票はいずれも同じ作

りとなっています。 
 
１．左画面のようなペ

ージ遷移票が表示され

るので，「１枚目を表 
示」をクリックします。 

２． 

３． 

１． 

１． ４． 

・・
・
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２．すると左画像の

ような画面が表示さ

れるので，緑に着色

されたセルに回答デ

ータを入力していき

ます。※セルは，整

理番号の入力から始

まり，順次入力可能

な状態に変わってい

きます。 

３．入力が完了した 

ら，「表紙へ戻る」 

をクリックします。 

４．表紙へ戻ったら， 

「回答データのみ保 

存」をクリックし， 

４．データのチェッ 

クに進みます。 

※前ページ参照  
③教員異動調査票 

 
１．左画面のようなペ

ージ遷移票が表示され

るので，「１枚目を表

示」をクリックします。 
※該当者がいない場

合は，「該当者なし」

のチェックボックス

にチェックを入れ，調

査票には回答しませ

ん。 
 

２．すると左画像のよ

うな画面が表示される

ので，緑に着色された

セルに回答データを入

力していきます。※セ

ルは，整理番号の入力

から始まり，順次入力

可能な状態に変わって

いきます。 
３．入力が完了したら，

「表紙へ戻る」をクリ

ックします。 
４．表紙へ戻ったら，

「回答データのみ保

存」をクリックし，４．

データのチェックに

進みます。 
※前ページ参照 

１． 

３． 

４． 

３． 
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４.データのチェック 
いずれの票も，「回答データのみ保存」ボタンをクリックすると入力したデータのエラーがチェ

ックされます。 
エラーには必ず修正する必要のある【エラー】と確認の必要がある【ワーニング】の２種類存在

します。どちらも下画像のようにコメントが表示されるとともに，エラー箇所は該当のセルが赤く，

ワーニング箇所は該当のセルが黄色く塗られるため，それぞれ適切に修正した上で再度「回答デー

タのみ保存」ボタンをクリックします。 
※ワーニングは修正の必要がない場合もあります。その場合，下図の画面で「いいえ」をクリッ

クしてください。その際，修正しなかった理由を調査票内メモ欄に簡潔に記載してください。 
※エラーやワーニングのチェックは調査票内部で繰り返し機械的に行われているため，同じ内容

が繰り返し表示されることもあります。また，操作環境によっては時間がかかることがありま

す。 
 

 

 

エラーイメージ                 ワーニングイメージ 
 

 

 

 

 

 

 
エラー及びワーニングの処理が終わると，回答データを保存することができます。 
 
 
５.データの送信 
 (1)データチェックが全て終了し，回答データを保存したら，各調査票内の「回答データ送信」

ボタンをクリックします。 
 
①学校調査票 
 
 
 
 
 
 
 

 
②教員個人調査票 
   及び 
③教員異動調査票 
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（2）下のような画面が表示されるので「はい」をクリックします。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（3）パスワードを入力し，送信ボタンをクリックします。 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

 (4) 回答が政府統計共同利用システムに送信されているかを確認するには，再度システムにログ

インします（１．ログイン参照）。回答が受け付けられていれば，調査票一覧の状況欄が「回

答済」と表示され，回答日時が表示されます（下画面枠内）。 
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６.データが送信できないとき 
 
データの送信を実行しても送れない場合は以下の方法をお試しください。 

 
（1）政府統計共同利用システ

ムにログインし，調査票一覧画

面を表示します 
（2）ページ上部の「調査回答

ファイルの一括送信」をクリッ

クします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（3）調査回答ファイル欄の「参

照」ボタンをクリックし，保存

しておいた回答データ（xml 形
式）を選択します。 
（4）画面下の一括送信からデ

ータを送信すれば完了です。 

２． 

４． 

３． 
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７.オンライン調査システムの使用を取りやめる場合 
 一旦，オンライン調査システムで回答データを送信した後に，オンライン調査システムの使用

を取りやめ，紙の調査票で提出する場合は，以下の様式により「学校教員統計調査オンライン調

査システム使用廃止届出書」を，調査票の提出先に提出してください。 
 
※最初からシステムは使用せずに紙の調査票にて提出する場合は，当該届出書は不要です。 
 

 
 

                           令和  年  月  日 
 
 

学校教員統計調査オンライン調査システム使用廃止届出書 

 
 
 
                                                       （学校の長） 
 
 

学校教員統計調査オンライン調査システム使用の廃止について 

 
 
 
 令和元年度学校教員統計調査における学校教員統計調査オンライン調査システムの使

用を廃止したいので，届け出ます。 
 
 

記 
 

 
所 在 地 

 

（〒       ） 

 
学 校 調 査 番 号 

 

 

 
学 校 名 

 

 

 
担 当 者 氏 名 

 

 

 
電 話 番 号 

 

 

 

 
 

̶ 31 ̶



よくある質問集（中学校用）

＝＝＝１ 学校調査＝＝＝＝＝

問１ 「学校調査票」について，令和元年10月１日現在休校している学校は，調査票の提出は

必要ですか。

答 令和元年10月１日現在，休校中の学校は「調査対象外」とします。

＝＝＝２ 教員個人調査＝＝＝

問２ 私立の学校において，学校法人の理事長が校長となっている場合は，本調査の対象とな

りますか。

答 法人の理事長と学校の校長職のどちらが本務であるかを確認し，当該学校において，本務

として勤務する校長であれば調査対象とします。

また，法人の理事及び監事，学校の教頭等についても同様の取扱いとします。

問３ 同一学校法人の設置する複数の学校において，同一人がそれぞれの学校の校長を兼ねて

いる場合は，どう取扱えばいいのですか。

答 その職務態様により，１つの学校を本務として調査対象とし，他の学校については兼務とな

り対象外とします。

問４ 大学の教授を本務とする教員が附属学校の校長を兼務している場合は，どう取り扱えば

いいのですか。

答 附属学校の校長は兼務のため，調査対象外とします。

問５ 令和元年10月１日付け退職者は，本調査の対象となりますか。

答 対象外とします。

問６ 地方公務員法第22条第２項又は同条第５項の規定に基づき採用されている教員は，調

査対象となりますか。

答 臨時的任用者は本務教員ではないので対象外とします。

ただし，産休・育休代替教員については調査対象とします。
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問７ 地方公務員法第17条により任用されている期限付きの助教諭，講師は本務教員の範囲に

含まれるか。

答 含みます。定数内の教員を地方公務員法第17条により任用している場合は1年未満の任期で

あっても，調査対象に含めてください。調査対象外となるのは，地方公務員法第22条第２項及

び第５項に基づく「臨時的任用」の教員（ただし，産休・育休代替教員は除く。）です。

問８ 地方公務員法第28条の４に基づき採用されている教員（再任用された教員）は，調査

対象となりますか。

答 常時勤務する者（週当たりの勤務時間が38時間45分の者）は調査の対象とします。

問９ 外国人の英語指導助手（ALT）は，調査対象となりますか。

答 外国人に限らず，非常勤講師であれば対象外とします。

問10 私立学校において，「校長代理」という職名で，校長の職務を補佐する教員がいる場合

（本来の校長は１名在職）は，「校長」として取り扱うのですか。

答 校長代理は校長ではなく，校長を補佐するという職務は副校長の職務にあたり「副校長」と

して取り扱います。

問11 「勤務年数」について，産休・育休の代替教員の期間も含めるのですか。

答 本調査ではこれらの代替教員も本務教員として取り扱っており，その期間も勤務年数に含め

ます。

問12 「勤務年数」について，地方公務員法第22条第２項又は同条第５項の規定に基づく臨

時的任用の教員の期間も含めるのですか。

答 臨時的任用者は本務教員ではないので含めませんが，産休・育休代替教員の期間は含めます。

問13 「勤務年数」について，児童自立支援施設に出向している期間は含めるのですか。

答 学校に籍を置いたまま出向しているのであれば，勤務年数に含めます。
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問14 「勤務年数」について，保育園の勤務期間は含めるのですか。

答 「勤務年数」に含めません。

問15 「勤務年数」について，指導主事については勤務年数に含めるとのことだが，教育委

員会事務局の課長等の職については勤務年数に含めるか。

答 課長等は「勤務年数」に含めません。これ以外の手引に記載のない職についても勤務年数に

含めません。

問16 免許の種類について，「中学校専修英語」「中学校二種国語」の免許を所持している者

がいる場合は，どのように記載するのか？

答 原則として免許の種類については上位の免許についてのみ記載しますが，この場合は科目が

異なるため，免許の種類については「３１」（中学校専修）と「３３」（中学校二種）の両方

を記入します。（この際電子調査票でワーニング・本省基盤システムにおいてエラーがかかり

ますが，修正不要です。）免許教科については①専修又は一種免許の欄に「１４」（英語）を，

②二種免許の欄に「０１」（国語）を記入します。

問17 教頭が国語の「書写」を担当している場合の「授業担任状況」は，「授業担任あ

り」と記入するのですか。

答 「９」（授業担任あり）とし，「担任教科」は「国語」とします。

問18 私立の学校において中等部，高等部併設の場合に，中等部所属の教員が高等部で授業を

行っている場合は「週教科等担任授業時数」に含めるのですか。

答 中等部と高等部は別々の学校として捉えており，この場合兼務校での授業になるため，「週

教科等担任授業時数」には含めません。

問19 １ヶ月以上の病休者の「学級担任状況」「授業担任状況」「担任教科」「週教科等担任

授業時数」はどう取り扱うのですか。

答 病休については，授業計画において本来授業を担任しているべき者が病気という突発的要因

のため休暇をとっている状況であるので，年休と同様，授業計画に基づいて記入します。
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問20 例えば，70分を１時限としている場合の｢週教科等担任授業時数｣はどう取り扱うのです

か。

答 50分を１単位時間として，単位時間数に換算して記入します。

問21 調査項目「週教科等担任授業時数」の範囲について

各学校の教育計画の中には含まれている以下の例は含まれるか。

①「朝学習」「○○タイム」などの名称で呼ばれるもの（百ます計算，音読，読書，小テ

スト等を内容として担任の教員等が担当している時間）

②「補習・特別授業・０限・８限」等の名称で呼ばれる授業

③「土曜日の授業」（PTAなどの主催だが，学校の意向で教員が授業を担当しているも

の）

④それ以外に教員が生徒に指導している時間（「連絡会」「朝礼」「終礼」等）

答 「週教科等担任授業時数」には，手引にあるとおり，授業計画に基づく平常の週における教

科等（教科，「道徳」，「総合的な学習の時間」及び「特別活動」（学級活動（学校給食に係

るものを除く）に限る）。また，特別支援学級において特別な教育課程を編成した場合に取り

入れた「自立活動」等を含む。）の担任授業時数を記入することとなっています。質問の①～

④については，上述の教科等として実施されているのであれば，授業担当時数に計上しますが，

そうでなければ計上しません。

問22 チームティーチングで２人の教員が授業をおこなっている場合の担任の状況については

どう取り扱うのですか。

答 それぞれの教員の授業担任状況として計上します。

問23 「給料月額」について，育児休業中のため給料がまったく支払われていない場合は，

「０」とするのですか。

答 「０」とします。

なお，本調査は給料月額を調査するもので，共済組合等から育児休業給が支給されている場

合でも，「０」とします。
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＝＝＝３ 教員異動調査＝＝＝

問24 令和元年度に当該学校（分校を含む）が廃校になった場合，平成30年度間に異動した教

員は，本教員異動調査の対象となりますが，学校調査番号は廃校前のものを使用するので

すか。

答 廃校前のものを使用します。

問25 教育委員会と学校間の異動について，次のような場合は対象とするのですか。

① 学校から教育委員会への異動

② 教育委員会から学校への異動

答 いずれも当該教員の籍がどこにあるかによって判断します。

① 学校に籍が残っていれば異動調査の対象外とします。籍が教育委員会に移っていれば，

「離職」として取り扱い，「離職理由」は「転職」とします。

① 他の学校に籍がある場合は転入とします。教育委員会に籍があれば，「採用」として取

り扱い，「採用の状況」は「その他」の「官公庁」とします。

問26 産休，育休の代替教員が，常勤の本務教員として正式に採用された場合は異動の対象と

するのですか。

答 個人調査ではこれらの代替教員も本務教員として取り扱っており，同一学校であれば異動対

象としないが，他の学校であれば転入として異動の対象とします。

問27 産休，育休の代替教員の採用は，本異動調査の対象とするのですか。

答 代替教員については，教員異動調査の対象外とします。

問28 働きながら夜間大学を卒業し，すぐに採用された教員の「採用の状況」は「新卒採用

者」として取り扱うのですか。

答 当該夜間大学において，教員の資格を得たのであれば「新卒採用者」として取り扱い，そう

でなければ「その他」とします。
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問29 海外にある日本人学校で現地採用されて教えていた者が，日本の学校で本務教員になっ

た場合，異動調査はどう取り扱いますか。

答 日本人学校は学校教育法上の学校ではないので，異動状況は「１ 採用」で，採用の状況は

「その他」の「７ その他」とし，日本人学校での採用以前に教員経験がなければ本務教員経

験の有無は「２ 経験なし」とします。

問30 定年退職した教員が，引き続き再任用された場合は，異動調査の対象とするのですか。

答 定年退職した教員が同一の学校で再任用された場合は異動調査の対象としませんが，他の学

校であれば，転入として異動調査の対象とします。

なお，再任用の任期が終了した後，任期が更新された場合も同様に扱い，異動調査の対象と

しません。任期の更新を行わなかった場合，離職者として異動調査の対象とし，「離職の理

由」の「１ 定年（勧奨を含む）」として計上します。

問31 栄養職員が，免許状の取得等により，勤務する学校を異動することなく栄養教諭として

発令されることになった場合は，異動調査の対象とするのですか。

答 採用者として異動調査の対象とし，「採用の状況」の「③その他」に国公立学校に勤務する

者の場合「１ 官公庁」を，私立の場合「７ その他」を記入します。

問32 公立中学校に勤務していた教員が，当該学校を離職して私立中学校や国立中学校に転職

した場合はどのように取り扱えばよいのでしょうか？

答 発令上は「離職」と「採用」になると思われますが，本調査においては，転出及び転入とし

て取り扱います。なお転出については本調査では記載不要であり，転入についてのみ記載しま

す。
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問33 「調査対象となる本務教員の範囲等」について，調査票の種類や雇用期間によって調査

対象，対象外となっているが，文章の説明ではわかりにくいので表形式で掲載していただ

きたい。

答 以下のとおりです。

教員の区分 根拠法令 任用期間 学校調査及び教員個人調査 教員異動調査

臨時的任用者
（産休・育休代替教員）

任用期間に
かかわらず

代替教員として計上 対象外

臨時的任用者
（産休・育休代替教員以外）

任用期間に
かかわらず

対象外 対象外

一年超 助教諭，講師として計上 助教諭，講師として計上

一年以内 助教諭，講師として計上 助教諭，講師として計上

※地方公務員法第22条第２項及び第５項では，臨時的任用の任期は６月以内で，６月を超えない期間で１回のみ更新で
きることとされており，臨時的任用職員で任期が１年を超える者はいない。一方，任期の終了後，再度，同一の職務内容
の職に任用されること自体は排除されるものではない。

地方公務員法
第22条第２項
及び第５項

地方公務員法
第17条

任期を定めた任用による教員




